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第２ 切迫する大規模地震への備えが急がれる津波対策 
 

（１）海溝沿いの主な地震の今後３０年以内の発生確率と規模 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）我が国の津波対策 

○「津波対策検討委員会」 提言（Ｈ１７．３．１６） 

平成１６年１２月に発生したスマトラ島沖地震を踏まえて、国内の津波対策の現

状と課題について総点検を行い、今後の基本的な方針をとりまとめるため国土交

通省内に有識者等による「津波対策検討委員会」を発足させ、平成１７年３月に提

言の公表を行った。 
※国交省関係部局（１官房１０局２庁１院１研究所）を海岸室が実質的事務局としてとりまとめ 

 

 

 

 

 

 

・ 津波ハザードマップの作成市町村は、重要 

沿岸域で６７％であり、策定が進んでいる。 

（平成１６年５月時点では、１４％） 

 

※ 数値は、Ｈ１９．１海岸省庁調べによる 

※ 重要沿岸域とは、東海地震、東南海・南海地震、日本 

海溝・千島海溝周辺海溝型地震による津波被害が想 

定される沿岸域 

緊急的対策（概ね５年以内に対応）の一部（海岸事業に係るもの）

 

津波ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ整備状況（重要沿岸域）

 
93 (33.5%) 

185 (66.5%) 公表済みの市町村数 

未公表の市町村数 

◎重要沿岸域の全ての市町村で津波ハザードマップが策定出来るよ

う、津波浸水想定区域図を作成、公表 

海岸関係 

市町村 
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【出典】
中央防災会議・地震調査研究推進本部資料を基に作成

東海
（Ｍ8.0程度）

87％（暫定）

三陸沖～房総沖

・津波型（Ｍ8.2前後）20％

三陸沖 南部海溝寄(Ｍ7.7前後)

80～90％与那国島周辺
（Ｍ7.8程度）

30％

茨城県沖（Ｍ6.8程度）

90％南海（Ｍ8.4前後）

50％
南関東

(Ｍ6.7～7.2程度）

70％

根室沖（Ｍ7.9程度）

30～40％

三陸沖 北部

(Ｍ7.1～7.6)90％

宮城県沖（Ｍ7.5前後）

99％

東南海
（Ｍ8.1前後）

60～70％

安芸灘～豊後水道
（Ｍ6.7～7.4）

40％

※２０％以上のみ記載 
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・ 海岸堤防の耐震化レベルは依然として 

低い。 

 

耐震性の未確認が５１％ 

耐震化必要が２０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸省庁
海岸延長計
6,380km

◎津波防災技術・知識の蓄積のため、大規模津波防災総合訓練を毎年実施

津波訓練実施状況（重要沿岸域） 

・ 国土交通省主催による世界初の津波

に特化した大規模実動訓練を毎年実施

している。 

※政府における総合防災訓練に位置付け 

 

平成１７年 和歌山県御坊市 

平成１８年 徳島県小松島市 

平成１９年 宮城県気仙沼市 

◎重要沿岸域のうち地域中枢機能集積地区において、開口部の水門等の自

動化・遠隔操作化等を概成、堤防等の耐震化、嵩上げの整備を促進 

海岸省庁
閉鎖施設
箇所合計
5,738箇所

開口部の閉鎖確認状況（重要沿岸域） 

 
992 箇所(17.3%) 

閉鎖が完了しない 

 
3,163 箇所(55.1%)

閉鎖が完了 

 
1,583 箇所(27.6%) 

閉鎖が完了するか未確認 

上、高さ1m以上を対象。（開口部における津波の ※海岸保全施設の水門等のうち、開口部幅が2m以 
水深が1m未満の場合は除く） 

海岸堤防等の高さ（重要沿岸域） 
 
4,543km(71.0%) 

想定津波高以上 

 
239km(4.0%) 

想定津波高より高いか不明 

 
1,599km(25.0%) 

想定津波高以下 

※対象延長＝要保全海岸延長 

※３つの津波防災訓練 

『水門・陸閘等の閉鎖訓練』

『情報伝達訓練』 

『地域住民による津波浸水

域、避難経路、避難施設

の確認訓練』 

 
125 市町村(45.0%) 

津波防災訓練を全て実施 

 
122 市町村(43.9%) 

津波防災訓練を一部実施 

 
31 市町村(11.2%) 

訓練未実施 

海水浴客の避難 水門・陸閘閉鎖訓練 

＜平成１９年度大規模津波防災総合訓練（宮城県気仙沼市）＞ 

海岸関係

市町村 
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車両からの救出訓練 

海岸省庁
海岸延長計
4,371km

海岸堤防等の耐震性（重要沿岸域） 

 
884km(20.2%) 

耐震化が必要 

 
1,241km(28.4%) 

耐震性あり 

 
2,246km(51.4%) 

耐震性が未確認 

※対象延長＝該当市町村の海岸保全施設 

（新設予定含む）延長 


